
連結貸借対照表 ２００５年３月３１日現在

資 産 の 部
百万円

流 動 資 産 ２，４７４，３１９
現 金 及 び 現 金 同 等 物 ２９５，００３
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 １，１２０，８９６
受 取 手 形 ９５，２０７
売 掛 金 １，０５２，２８８
貸 倒 引 当 金 △２６，５９９
棚 卸 資 産 ６４９，９９８
短 期 繰 延 税 金 資 産 １３１，１４４
前払費用及びその他の流動資産 ２７７，２７８

長 期 債 権 及 び 投 資 ４０６，５４７
長 期 受 取 債 権 １９，０９０
関連会社に対する投資並びに貸付金 １９３，２６６
投資有価証券及びその他の投資 １９４，１９１

有 形 固 定 資 産 １，１６４，１８３
土 地 １６９，４６４
建 物 及 び 構 築 物 １，０６４，７６０
機械装置及びその他の有形固定資産 ２，３４９，２５８
建 設 仮 勘 定 ６０，５４７
減 価 償 却 累 計 額 △２，４７９，８４６

そ の 他 の 資 産 ５２６，３６３
長 期 繰 延 税 金 資 産 ３４８，７１３
そ の 他 １７７，６５０
資 産 合 計 ４，５７１，４１２

負 債 の 部
百万円

流 動 負 債 ２，２６６，８４３
短 期 借 入 金 １９７，７６５
１年以内に期限の到来する社債及び長期借入金 ２３０，２８５
支 払 手 形 ６７，２９１
買 掛 金 ９０６，２４８
未 払 金 及 び 未 払 費 用 ３４９，００９
未払法人税等及びその他の未払税金 ４６，５６１
前 受 金 １３４，３２６
そ の 他 の 流 動 負 債 ３３５，３５８
固 定 負 債 １，３４４，３５５
社 債 及 び 長 期 借 入 金 ６８３，３９６
未払退職及び年金費用 ５８１，５９８
そ の 他 の 固 定 負 債 ７９，３６１
負 債 の 部 合 計 ３，６１１，１９８
少 数 株 主 持 分 １４４，７０７

資 本 の 部

資 本 金 ２７４，９２６
授権株式数 １０，０００，０００，０００株
発行済株式数 ３，２１９，０２７，１６５株

資 本 剰 余 金 ２８５，７３６
利 益 剰 余 金 ５１１，１８５
その他の包括損失累計額 △２５４，７５３
自 己 株 式（ 取 得 原 価 ） △１，５８７

３，５５８，７２６株

資 本 の 部 合 計 ８１５，５０７
契約債務及び偶発債務
負債、少数株主持分及び資本合計 ４，５７１，４１２

（注）１．その他の包括損失累計額には、未実現有価証券評価益、外貨換算調整額、最小年

金負債調整額、未実現デリバティブ評価損が含まれている。

２．担保に供している資産 有形固定資産 １６，７００百万円

３．保証債務及び保証類似行為 １１６，２３０百万円



連結損益計算書
自２００４年４月１日
至２００５年３月３１日

売 上 高 及 び そ の 他 の 収 益
売 上 高
厚生年金基金の代行返上に係る補助金
受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他 の 収 益

売 上 原 価 及 び 費 用
売 上 原 価
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
支 払 利 息
そ の 他 の 費 用

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税 等

当 年 度 分
繰 延 税 金

少 数 株 主 損 益 控 除 前 及 び
持分法損益調整前当期純利益

少 数 株 主 損 益
持分法損益調整前当期純利益
持 分 法 に よ る 投 資 損 益
当 期 純 利 益

百万円

５，９０９，６９５
５，８３６，１３９
４，８３６
１０，５６４
５８，１５６

５，７９９，１２８
４，２９６，５７２
１，３８９，５９６
２１，７４９
９１，２１１
１１０，５６７
５５，９４４
５０，４１９
５，５２５

５４，６２３

９，２４７
４５，３７６
６６５

４６，０４１

（注）１．連結損益計算書の様式は、単純計算方式（総収益から総原価及び総費用を控除し

て損益を示す様式）を採用している。

２．１株当たり当期純利益

基本的 １４円３２銭

希薄化後 １３円５３銭



連結計算書類作成のための基本となる事項

（重要な会計方針）

１．連結計算書類の作成基準

当社の連結計算書類は、商法施行規則第１７９条第１項の規定により、米国において一般に公正妥当と認められ

た会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成している。ただし、同項の規定に準拠して、米国に

おいて一般に公正妥当と認められた会計基準により要請される記載及び注記の一部を省略している。

２．棚卸資産

原材料並びに在庫販売目的の製品及び仕掛品は、取得価額あるいは時価のいずれか低い価額で計上されており、

取得価額は主として平均法により算定されている。注文販売目的の製品及び仕掛品については取得価額あるい

は予想実現可能価額のいずれか低い価額で計上されており、取得価額は累積製造原価により評価されている。

３．投資有価証券及びその他の投資

米国財務会計基準審議会基準書第１１５号「特定の負債証券及び持分証券投資の会計処理」に準拠し、市場性ある

有価証券すべてを売却可能有価証券に分類し、公正価値で報告するとともに税効果考慮後の未実現保有損益を

その他の包括損失累計額に含めている。市場価格のないその他の投資は取得原価で計上している。有価証券の

売却に伴う実現損益は、売却時点の個別保有銘柄の平均価額に基づいている。

４．有形固定資産の減価償却方法

有形固定資産の減価償却の方法は、主として定率法を採用している。

５．営業権及びその他の無形資産

米国財務会計基準審議会基準書第１４２号「営業権及びその他の無形資産」に準拠し、営業権及び利用期間の特定

されていない無形資産について、その帳簿価額を回収できなくなる可能性を示す事象や状況が生じた場合には

減損の有無を検討している。無形資産の中でも特定の利用期間の存在するものについては、利用期間にわたり

定額法により償却している。

６．貸倒引当金

受取債権に対する貸倒引当金は貸倒の実績、滞留状況の分析及び個別に把握された回収懸念債権を総合的に勘

案し計上されている。法的な償還請求を含め、すべての債権回収のための権利が行使されてもなお回収不能な

場合に、当該受取債権の全部または一部は回収不能とみなされ、貸倒引当金が計上される。

７．未払退職及び年金費用

当社は、従業員を対象とした種々の退職金及び退職年金制度を有している。当該制度での勤務費用は未払計上

される。米国財務会計基準審議会基準書第８７号「事業主の年金会計」適用時における移行時の未認識債務及び退

職金制度の改訂によって生じた過去勤務費用は、給付を受けると予想される従業員の平均残存勤務期間にわた

って償却される。また、予測給付債務または年金資産のいずれか大きい金額の１０％を超える未認識の保険数理

上の損失についても、給付を受けると予想される従業員の平均残存勤務期間にわたって償却される。

８．１株当たり当期純利益

基本的１株当たり当期純利益は、期中の加重平均発行済普通株式数に基づき計算される。希薄化後１株当たり

当期純利益は、逆希薄化効果のある場合を除き、新株予約権の行使により普通株式が発行されることになった

場合に生じる希薄化効果を前提として計算される。



（ご参考）連結キャッシュ・フロー計算書
自２００４年４月１日
至２００５年３月３１日

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー

（フリー・キャッシュ・フロー）
財務活動によるキャッシュ・フロー
為替変動の現金及び現金同等物への影響額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 純 増 減 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高
現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

百万円

３０５，５３３
△２４３，１０６
（６２，４２７）
△９２，３２４
５，６２３

△２４，２７４
３１９，２７７
２９５，００３


